
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的の債券　・・・　償却原価法（定額法）による。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　最終仕入原価法による。

（３）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
　定額法による。
②無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法による。
③リース資産

（４）賞与引当金の会計処理
従業員の賞与支給に備えるため、当期末における要支給額を計上している。

（５）退職給付引当金の会計処理
従業員の退職給付に備えるため、当期末における自己都合要支給額（簡便法）に基づき計上している。

（６）消費税等の会計処理
税抜方式による。

２．基本財産及び特定資産の増減額およびその残高

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

投資有価証券 3,000,000 0 0 3,000,000
小計 3,000,000 0 0 3,000,000

特定資産
建      物 190,394,832 0 9,476,879 180,917,953
構　築　物 27,365,507 0 2,528,683 24,836,824
施設改修積立預金 80,000,000 0 50,000,000 30,000,000

小計 339,765,900 0 62,005,562 235,754,777

342,765,900 0 62,005,562 238,754,777

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位・円）

当期末残高 （うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対
応する額）

基本財産
投資有価証券 3,000,000 (2,000,000) (1,000,000) ―

小計 3,000,000 (2,000,000) (1,000,000) ―
特定資産

建      物 180,917,953 (180,917,953) ― ―
構　築　物 24,836,824 (24,836,824) ― ―
施設改修積立預金 30,000,000 ― (30,000,000) ―

小計 235,754,777 (205,754,777) (30,000,000) ―

238,754,777 (2,000,000) (31,000,000) ―

財務諸表に対する注記

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

但し、平成20年3月31日以前に開始したリース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっている。

科　　目

合　　　計

科　　目

合　　　計



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産（非償却資産を除く）の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである
（単位・円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,094,942,196 750,991,134 343,951,062  

112,822,274 87,985,450 24,836,824

 機 械 装 置 9,600,920 9,252,319 348,601

 器 具 備 品 72,777,163 66,850,370 5,926,793

リース器具備品 22,495,190 12,528,350 9,966,840

1,312,637,743 927,607,623 385,030,120
   

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（単位・円）

帳簿価額 時価 評価損益

3,000,000 3,052,100 52,100

3,000,000 3,052,100 52,100

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

金　　額

12,005,562

12,005,562

科　　目

 建      物

 構　築　物

合　　計

科　　目

利付国債債券

合　　計

内　　　　　容

減価償却費計上による振替額

合　　　　計


